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令和２年度第２３回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：令和３年３月９日 

                    担当部・課：復興政策部地域振興課〔内線４２４６〕 

① 件  名 

移住促進事業の実施について（新型コロナウイルス感染症対策） 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

本市では、少子高齢化に加え東日本大震災による人口流出が加速し、人口減少対策が課題とな

っている。 

  現在、新型コロナウイルス感染症の感染拡大をきっかけに地方への移住機運が高まっているこ

とから、都市部等住民へ積極的に本市のＰＲを行い、移住支援を推進する必要がある。 

 

【目的】 

 移住定住を促進するため、移住相談窓口の設置やお試し移住体験等の事業を実施することによ

り、移住希望者が移住を検討しやすい環境を整備する。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 

【〔個別計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕】 

 第６章 地域の風土に根ざした魅力や資源を守り育てる 

  第１節 地域の風土に根ざした魅力や資源を守り育てる 

   １ 個性ある地域をつくる 

【〔個別計画との整合性〕】  

  石巻市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

  基本目標３ 絆と協働の共鳴社会をつくる 

  （イ）地方移住・地元定着の推進 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

令和３年１月～２月 関係課協議 

    ３月 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画裁定 

⑤ 主な内容 

１ 移住支援窓口の設置 

  ・移住に関する相談・助言等 

  ・移住情報の提供（不動産及び空き家、仕事、生活等に関する情報提供） 

  ・移住者向けのイベント企画及び出展によるポータルサイト等による移住ＰＲ 

２ ふるさと回帰支援センターでのＰＲ活動 

   ふるさと回帰支援センター（東京都千代田区）と連携して、全国の移住希望者へ本市のＰＲ

を実施 

３ お試し移住体験の実施 

  ・お試し移住体験施設の環境整備（復興住宅を活用予定） 

  ・お試し移住体験での利用サポート 

４ 空き家活用セミナーの実施 

   空き家等の活用（再生）に関するセミナーの実施 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

【影響・効果】 

移住相談窓口をはじめとした各種事業を実施することにより、移住希望者の利便性向上が図ら

れ、移住定住の促進及び人口減少の抑制に寄与する。 

 

資料１２ 
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【市財政への負担】 

 令和３年度事業費 １６，７０６千円 

（財源）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国）１０／１０ 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

【他市町の実施状況】 

県内３５市町村中１２市町が相談窓口を設置している。 

東松島市の移住施策 

・移住定住支援ポータルサイトの運用、移住・定住ワンステップ窓口の運営、移住体験モニター

ツアーの実施 

女川町の移住施策 

・お試し移住の実施 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和３年３月 市議会第１回定例会に当初補正予算案を提案 

    ４月 各事業の実施 

⑨ その他 

  

 


